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当組合の歩み（沿革）

経営理念と方針

ごあいさつ
　組合員の皆さまには、日頃から当信用組合に格別のご愛顧と

ご支援を賜りまして、心から感謝申し上げます。

　新型コロナウイルス感染症は、3回目のワクチン接種が実施さ

れ4回目も一部で始まっていますが、一日の感染者数を見れば、

まだ注視が必要な状況ではないかと思います。

　また、世界情勢を見れば日々急激に変化し、物流の停滞・遅

延などから経済活動への影響が世界的にみられ、日本国内でも、

供給懸念の高まりなどを背景に、物価指数が上昇しています。

　こうした中で、日本銀行における金融緩和政策の継続も続け

られ、金利は低水準で推移しており、当信用組合でも、貸出金

利回り・余資運用利回りの低下に伴い利鞘が縮小しています。

  また、組合員の退職に伴う脱退が増加しており、厳しい経営

状況が続いています。

　役職員一同、自分たちでできる業務の改善、資産の活用など、組合員の皆さまが安心して当信用組合を

ご利用していただくために努力しております。

　新型コロナウイルス感染症の影響、また、激しく変わる世界情勢は、私たちの日常生活にも少しずつ影響

を与えており、組合員の日常生活面、家族等の将来への計画においても影響が表れ始めていると考えます。

　組合員の皆さまと一緒に、この困難を乗り越えて行きたいと存じます。

　信用組合は相互扶助を目的としております。仲間を仲間が助けるということです。

　より多くの人が集まれば、多くの仲間を助けられます。

　当信用組合が将来にわたり、組合員の皆さまの負託に応えていけるよう、今が正念場と考え努力して

まいります。

　ここに、2021 年度経営状況を取り纏めましたので、ご高覧いただき当組合の現況についてご理解賜り

たいと存じます。

　今後も役職員一同、組合創立時の精神「相互扶助」を念頭に置き、出資組合員の皆さまから信頼され、

安心してご利用いただける「ＪＲ新潟グループ」の金融機関を目指して努力してまいりますので、ご支

援をよろしくお願いいたします。



事業の組織

役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）

理 事 長／小　林　義　孝 ※
常勤理事／鈴　木　　　博
常勤理事／桐　生　孝　志
理    事／関　根　利　秋 ※
理    事／佐　藤　秀　一 ※
理　　事／鈴　木　文　美 ※
理　　事／西間木　友　也 ※
理　　事／和　田　洋　平 ※
理　　事／馬　場　　　隆 ※

動向は内外経済に与える影響に十分注意する必要があります。

　また、ウクライナ情勢・エネルギー問題等、これまでにない速度で

国際情勢は厳しさを増し日本の経済にも影響を大きく与えています。

　日本銀行の黒田総裁は4月5日の衆議院財務金融委員会で「新型

コロナウイルス感染症の影響などから一部に弱めの動きもみられ

ますが、基調としては持ち直しており、海外経済は、国・地域ご

とにばらつきを伴いつつ、総じてみれば回復しています。ただし、

ロシアによるウクライナ侵攻を受けて、国際金融資本市場では不

安定な動きがみられるほか、原油などの資源価格も大幅に上昇し

ています。そうしたもとで、輸出や生産は、供給制約の影響を残

しつつも、基調としては増加を続けています。3月短観では企業の

業況感は小幅に悪化しましたが、企業収益は全体として改善を続

けており、設備投資は持ち直しています。一方、個人消費は、年

始以降の新型コロナウイルスの変異株（オミクロン株）の流行に
よる下押し圧力の強まりから、持ち直しが一服しています。先行

きのわが国経済は、資源価格上昇の影響を受けつつも、感染症に

よる下押し圧力や供給制約の影響が和らぐもとで、財政金融政策

の下支えもあって、回復していくとみています。物価面をみると、

消費者物価の前年比は、足元では0％台半ばとなっています。当面、

エネルギー価格が大幅に上昇し、原材料コスト上昇の価格転嫁も

進むもとで、携帯電話通信料下落の影響も剥落していくことから、

プラス幅をはっきりと拡大すると予想されます」と報告しており、

2％の「物価安定の目標」の持続的・安定的な実現を目指し、大規模

金融緩和を継続する考えを表明しています。

　新型コロナウイルスの感染症の影響は、当組合の営業面でも依
然として影響しており、組合員への加入活動にも制限が生じてお

ります。その中で昨年度も各理事による職場内での勧誘やＪＲグ

ループ企業の労組の研修時に勧誘時間をいただく等、ご協力をい

ただきました。今後も各理事・ＪＲ各社及びＪＲ東日本新潟グルー

プ各社等との関係強化を図ってまいります。

　また業務の見直しを検討し、利用頻度の低い村上支部の事務所

を閉所し、業務は本店に移すことにいたしました。今後も組合員の
利用状況等を検討しながら組織体制の見直しを進めてまいります。
（1）出資組合員及び出資金の状況
　　出資組合員については、ＪＲ新潟支社社員の大量退職期に加
　えてＯＢ組合員の高年齢化もあり、新規組合員のご紹介による
　クオカード進呈の取り組みも始めましたが、新型コロナウイル
　スの感染症対策もあり加入の取り組みも進まず、令和3年度は208
　名（うち、自由脱退4名）の方が脱退し、新規加入はグループ会社
　も含めて35名となり、令和3年度末は前年度より169名少ない4,097
　名となりました。
（2）預金積金の状況
　　預金積金については、ボーナス控除及び金利上乗せキャンペー
　ンの展開、時節毎のパンフレットの配布、退職者に向けた「セ
　カンドライフ応援定期預金」の案内などをパンフレットの配布
　とホームページでの宣伝等で行ってまいりましたが、令和3年度
　末では前年度比3億51百万円の減少と、対目標でも2億64百万円

　の減少となり、期末残高は68億56百万円となりました。
（3）貸出金の状況
　　貸出金については、ＪＲ新潟支社社員の大量退職期を迎えて
　おり、少しでも融資を増やすために新規ローン利用者のご紹介
　によるクオカード進呈や様々なキャンペーンを展開してきまし
　た。「ニューフリーローン」や「カード100」の新規利用者へクオ

　カードの進呈や、「マイカーローン」や「奨学ローン」の通常
　金利の引き下げに加え、3百万円までは「保証人も保証会社も不
　要」という、他の金融機関では見られない有利な条件で使い道

　が自由な生活サポートとしての「ニューフリーローン」の提供
　も継続しており、住宅ローンの金利も毎月見直しを行い、ご利

　用しやすい金利設定に努めてまいりました。また、新型コロナ

　ウイルス感染症対応の現在のニーズに合う窓口に行かなくても
　インターネットやスマートフォンにより商品閲覧や仮申込がで
　きる「ネットロ－ン」機能も充実させており、パンフレットや

　ホームページによる宣伝を行ってまいりました。

　　しかし、今年度も退職者に伴う一括返済が増加し、期末残高
　は前年度比2億37百万円の減少となる22億18百万円となりました。
（4）損益の状況

　　金融緩和の長期化、マイナス金利政策を背景とする貸出利鞘
　の減少により、貸出金利息収入は前年度比14百万円減少し、有

　価証券の売却による収益確保にも取り組み経常収益は1億61百万

　円となりました。しかしながら貸出金償却及び個別貸倒引当金
　繰入の増加や退職給付費用の増加もあり結果として経常利益は

　12百万円となり、法人税等調整額等を差し引いた結果9百万円を
　当期純利益として計上し、繰越金の5百万円を加え、当期未処分

　剰余金は15百万円となりました。
（5）自己資本比率の状況

　　自己資本比率については、当期純利益9百万円を計上できたこ
　とから、14.99%となりました。なお、監督官庁の指標である国

　内基準4%はもとより国際基準8%をも大きく上回っており、経営
　の健全性は確保されております。

（6）母体法人を通じた社会貢献
　　当組合は、中長期経営目標に、母体法人を通じた「青少年育

　成等への貢献」を掲げており、次により実施してまいりました。
  ≪新潟鉄道少年団への活動支援≫

    平成27年度　20万円寄付、花の種のプレゼント
    平成29年度　20万円寄付

　　平成30年度　20万円寄付

　　令和02年度　20万円寄付

　　

　　信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を
　通じて経済的地位の向上を図ることを目的とした協同組合組織金
　融機関です。また、信用組合には、組合員の総意により組合の意
　思を決定する機関である「総会」が設けられており、組合員は出
　資口数に関係なく、一人一票の議決権及び選挙権を持ち、総会を
　通じて信用組合の経営等に参加することができます。しかし、当
　組合は、組合員4,097名（令和4年3月末）と多く、総会の開催が困難
　なため、中小企業等協同組合法及び定款の定めるところにより「総
　代会」を設置しています。
　　総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の
　経営に反映されるよう、組合員の中から適正な手続きにより選挙
　された総代により運営され、組合員の総意を適性に反映し、充実
　した審議を確保しています。また、総代会は、当組合の最高意思
　決定機関であり、決算や事業活動等の報告が行われるとともに、
　剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、理事・監事の選任など、

　当組合の重要事項に関する審議、決議が行われます。
　　当組合では、総代会に限定することなく、アンケート調査を実
　施するなど、日常の営業活動を通じて、総代や組合員とのコミュニ
　ケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取り組んでいます。

　　総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組
　合に対する意見や要望を信用組合経営に反映させる重要な役割を

　担っています。

　　総代は、総代会での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切
　に行われるよう、定款及び総代選挙規程の定めるところにより、

　各地区の組合員の中から選出されます。任期は１年とし、地区ご

　とに「総代定数」を定めております。

　　　　　　

　　令和4年6月18日(土)13時30分より、コープシティ花園「ガレッ
　ソ」において第57回通常総代会を開催いたしました。今年も、新

　型コロナウイルスの感染症対策に十分配慮しての開催のため、総
　代総数100名中、委任状を含む62名のご出席をいただき、下記の議

　案について説明・審議を行い、原案どおり承認されました。

　　第1号議案　第56期事業報告・貸借対照表・損益計算書・附属明細
　　　　　　　 書・剰余金処分案及び監査報告承認の件
　　第2号議案　第57期事業計画及び収支予算承認の件

    第3号議案　所有不動産の売却の件

理　　事／阿　達　　　朗 ※
理　　事／佐　藤　市　郎 ※
理　　事／法　山　　　環 ※
理　　事／稲　田　直　幸 ※　
理　　事／西　脇　　　正 ※
理　　事／小　松　広　太 ※
監　　事／石　田　宗　紀
員外監事／石　田　直　樹
　　　 （令和4年6月18日現在）

総代会

　※総代氏名は、本店内掲示板に掲載しております。

（注）当組合は、職員出身者以外の理事13名（※印）の経営参画により、
　　 ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的な反映に努めています。

令和３年度経営環境・事業概況

　日本経済は長引く新型コロナウイルスの感染症の影響下により、
依然として厳しい状況が続いています。少しずつ持ち直しの動き
がみられるものの依然感染者の数は高い時もあります。先行きに
ついては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベル

を引き上げていくなかで、各種政策の効果や海外経済の改善によ
り、持ち直していくことが期待されます。ただし、今後も感染の



自己資本比率規制

自己資本比率の状況

自己資本の構成に関する事項

項 　　 　 　　 　 目 令和２年度 令和３年度 項 　　 　 　　 　 目 令和２年度 令和３年度

コア資本に係る基礎項目

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の 2 の規定に基づき、信用協同組合

     及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る

     算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

自己資本比率

自己資本

リスク・アセット等　　　　

コア資本に係る調整項目



自己資本の充実度に関する事項

信用リスクに関するエクスポージャー及び種類別の期末残高〈地域別・業種別・残存期間別〉 （単位：百万円）

（単位：百万円）

令和２年度

イ．信用リスク･アセット、
　 所要自己資本の額合計　　

ⅰ

ⅳ

ⅶ

ⅸ

ⅹ

ⅺ

令和３年度

（注）１.所要自己資本の額＝リスク･アセットの額×4％

　　 ２.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並

        びにオフ･バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。

　　 ３.「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体

　　　　金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、

        地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内において

        ソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際

        通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。

　　 ４.「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から

　　　　　３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン

　　　　向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」

　　　　においてリスク･ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

　　 ５．「その他」とは、（ⅰ）～（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。

        具体的には、有形・無形固定資産、その他の資産などが含まれます。　　　

 　　６.オぺレーショナル･リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

　　　　　＜オペレーショナル･リスク（基礎的手法）の算定方法＞

　　　　　　 ÷８％

 　　７.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×15％

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

（注）1.｢三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
 　  2.上記の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部または一部を把握することや、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
       具体的には、有形・無形固定資産、その他の資産などが含まれます。
　　 3.CVA リスクおよび中央精算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　 4.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和２年度 令和３年度

ロ．オペレーショナル･リスク

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）



一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

（単位：百万円）

業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等 （単位：百万円）

自己資本比率規制



出資等エクスポージャーに関する事項 （単位：百万円）

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 証券化エクスポージャーに関する事項

金利リスクに関する事項

（注）  １．金利リスクの算定にあたり、考慮している前提は以下のとおりです。
　　　　　（1）コア預金
　　　　　　　①流動性預金全体に占めるコア預金の割合　　　　　　 50％
　　　　　　　②コア預金に割り当てられた金利改定の平均満期　　　2.5年
　　　　　　　③流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期　 1.25年
　　　　　　　④流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期　    5年
　　　　　（2）固定金利貸出には、保守的な前提の反映により期限前返済（返済率 3%）を考慮しております。
　　　　　（3）定期預金には、保守的な前提の反映により早期解約（解約率 34%）を考慮しております。

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

（単位：百万円）

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識
    されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評
    価損益です。



貸借対照表 （単位：千円）

経理・経営内容

現　　　　　　　　  金

預　　　　け　　　　金

有 価 証 券

　

貸　　　　出　　　　金

　

そ   の   他   資   産

　

有　形　固　定　資　産

　

無　形　固　定　資　産

繰　延　税　金　資　産

貸   倒   引   当   金

  　

資　産　の　部　合　計

預 金 積 金

　

借　　　　用　　　　金

　

そ   の   他   負   債

　

　

賞   与   引   当   金

退 職 給 付 引 当 金

役員 退 職 慰 労 引 当 金

繰　延　税　金　負　債

負　債　の　部　合　計

出　　　　資　　　　金

　

利   益   剰   余   金

組 合 員 勘 定 合 計

純 資 産 の 部 合 計　

負債及び純資産の部合計



貸借対照表の注記事項

記載金額は､千円未満を切り捨てて表示しております｡なお､以下の注記について
は､表示単位未満を切り捨てて表示しております｡
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原
価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平
均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動
平均法により算定）、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法によ
る原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、
全部純資産直入法（または部分純資産直入法）により処理しております。
有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却は定額法により償却しております。ま
た､主な耐用年数は､次のとおりであります。
   建   物           8 年～39 年
   その他           3 年～20 年
無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却は定額法により償却しております｡な
お､自組合利用のソフトウェアについては､当組合内における利用可能期間(主と
して5年)に基づいて償却しております｡
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定
資産」）中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により
償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決
めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の
資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」
（令和2年10月8日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権
については、法定繰入率による一括して評価する債権の繰入限度額を算定して
おります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認
める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、業務課が資産査定を実施して
おります。
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の
支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立
型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額を合
理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付
費用として処理しております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占め
る当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
（1）制度全体の積立状況に関する事項(令和3年3月31日現在)
            年金資産の額                                 238,577百万円
            年金財政計算上の数理債務の額と
　　　　　 　 最低責任準備金の額との合計額     229,590百万円
            差引額                                         　　  8,987百万円
（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合(自令和2年4月1日 至令和3年3月31日)
                                                                           0.034％
（3）補足説明
  上記（１）の差引額の主な要因は、 年金財政計算上の過去勤務債務残高15,766
百万円及び別途積立金24,753百万円であります。本制度における過去勤務債務
の償却方法は期間12年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当
期の償却に充てられる特別掛金０百万円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の
額に乗じることで算定されるため、上記（２）の割合は当組合の実際の負担割合とは
一致しておりません。
役員退職慰労引当金は､役員への退職慰労金の支出に備えるため､役員に対す
る退職慰労金の支給見込額のうち､当事業年度末までに発生していると認められ
る額を計上しております。
収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価として収受する
収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役
務取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務から収受す
る受入手数料であり、送金等の内国為替業務に基づくものであります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同
時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識しております。
表示方法の変更
  協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和2年1月24日
内閣府令第3号）が令和4年3月31日から施行されたことに伴い、協同組合による
金融事業に関する法律の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための
緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。
金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針
    　当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っ
　　ております。
　 　 このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の
　　総合的管理をしております。
（２）金融商品の内容及びそのリスク
    当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客さまに対する貸出
　　金です。
    　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純
　　投資目的及び事業推進目的で保有しております。
    　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変
　動リスクに晒されております。
　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されて
　おります。

(注) １.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.

９.

10.

11.

12.

（３）金融商品に係るリスク管理体制
　 ①　信用リスクの管理
        当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別 
     案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問     
     題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
        これらの与信管理は、業務課により行われ、また、常勤会や理事会を開催  
     し、審議・報告を行っております。
        有価証券の発行体の信用リスクに関しては、業務課において、信用情報や     
     時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
　 ②　市場リスクの管理
   （ⅰ）  金利リスクの管理
           当組合は、日興ＮＢＡシステムによって金利の変動リスクを管理しており  
         ます。
           日常的には業務課において金融資産および負債の金利や期間を総合的
         に把握し、四半期ベースで常勤会や理事会に報告しております。
   （ⅱ）  価格変動リスクの管理
           有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用方針に基づ  
         き、理事会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。
           市場運用商品の購入にあたっては、投資限度額の設定や継続的なモニ   
         タリングを通じて価格変動リスクの軽減を図っております。
           これらの情報は業務課を通じ、常勤会や理事会に四半期ベースで報告 
         されております。
   （ⅲ）  市場リスクに係る定量的情報
           当組合は、「有価証券」のうち株式の市場リスク量をＶａＲにより月次で計 
         測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管理しております。  
         当組合のＶａＲは、分散共分散法（保有期間１か月、信頼区間99％、観測
         期間5年）により算出しており、令和4年3月31日現在での当組合の市場リス
         ク量は、全体で12,977千円です。
           ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発
        生確率での市場リスクを計測しており、通常では考えられないほど市場環
         境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。
   ③　資金調達に係る流動性リスクの管理
        当組合は、日々の資金繰りにて流動性リスクを管理しております。
（４）金融商品の時価に関する事項についての補足説明
     金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
  異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
     なお、金融商品のうち預け金、預金及び貸出金については、日興ＮＢＡシス 
  テムスポットデートモデルによる評価を行い「ディスカウントキャッシュフロー法」 
  で算出した金額を時価に代わる金額として開示しております。
金融商品の時価等に関する事項
令和４年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります。
なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません。

（注）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおり  
    であり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

   組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関す
る会計基準の適用指針」（令和元年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象
とはしておりません。
有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２）満期保有目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはありません。
（４）その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】　

13.

14.

（単位:百万円)

／

（1）預け金

（2）有価証券

     満期保有目的の債券

     その他有価証券

（3）貸出金

     貸倒引当金

         金融資産計

（1）預金積金

（2）借用金

         金融負債計

3,389

－

2,072

2,218

△ 23

2,194

7,655

6,856

700

7,556

3,379

－

2,072

2,355

△ 23

2,331

7,783

6,859

700

7,559

△9

－

－

136

－

136

127

3

0

3

貸借対照表計上額 時      価 差      額

（単位:百万円)

区　　分 貸借対照表計上額

0

55

非上場株式

組合出資金

（単位:百万円)

／

株　　　　　　　式

債　　　　　　　権

　　　　　  国　　　債 　

            地  方  債　

            社　　　債　

そ　　　の　　　他

小　　　　　　　計

－ 

543

101

241

200

133

676

－ 

534

100

234

200

126

661

－ 

8

1

7

0

6

15

貸借対照表計上額 取得原価 差      額



経理・経営内容

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】　

15.
16.

17.

18.

19.
20.

21.
22.
23.

　　　　

24.

25.

（単位:百万円)

／

株　　　　　　　式

債　　　　　　　権

　　　　　  国　　　債 　

            地  方  債　

            社　　　債　

そ　　　の　　　他

小　　　　　　　計

          110

851

767

84

－ 

433

1,395

125

883

798

85

－ 

445

1,454

△ 14

△ 32

△ 31

△ 0

－

△ 11

△ 58

合　　　　　　　計            2,072 2,115 △ 43

当期中に売却した満期保有目的の債権はありません。
当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
           　　 売 却 価 額　　　　　　　　売 却 益　　　　　　　　売 却 損
            　　285百万円         　 　　  54百万円　　　　 　　　　　 -
その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還
予定額は次のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有
価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保
証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2
条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及
び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている
有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約
によるものに限る。）であります。
        破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　16百万円
        危険債権額            　　　　　　　　　　　　　　　23百万円
        三月以上延滞債権額　　　　　　　　　       　　29百万円
        貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　         1百万円
        合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　              70百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生
手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及
びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営
成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能
性の高い債券で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上
遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に
該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並び
に三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
有形固定資産の減価償却累計額　　　166百万円
貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営業用車両につ
いてリース契約により使用しています。
理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　68百万円
理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額 48百万円
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のと
おりです。
　　繰延税金資産
           退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　4百万円
           貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　3
           役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　4
           税務上の繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5
           その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　0
　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           17
           税務上の繰越欠損金に係る評価性引当金         　△   5
           将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額  △   8
評価性引当額小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     △ 13 　　　　　　　　　　
　　繰延税金資産合計                                               3
　　繰延税金負債
           その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　　　　 －
    繰延税金負債合計       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －
　　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△ 3百万円

担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産　　　　　　　預け金　　　 760百万円
担保資産に対応する債務　　　　　借用金　　　 700百万円
出資１口当たりの純資産額は1,247円32銭です。

貸借対照表計上額 取得原価 差      額

／

債　　　　 券

     国 債

     地方債

     社 債

そ 　の 　他

合　       計

           －

－

－

－

－

 －

          404

101

102

200

97

502

           － 

－ 

－ 

－ 

98

98

            990

767

223

－ 

－ 

990

1年以内 10年超1年超5年以内 5年超10年以内

組合員の推移

区　　分

個　　人

法　　人

合　　計

（単位：人）



損益計算書 （単位：千円）

経　　　常　　　収　　　益   

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

     

経      常      費      用   

  資 金 調 達 費 用 

役 務 取 引 等 費 用 

そ の 他 業 務 費 用  

経                    費 

そ の 他 経 常 費 用 

    

経      常      利      益

特      別      利      益

特      別      損      失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法  人  税  等  調  整  額

当    期    純    利    益

繰          越          金

当 期 未 処 分 剰 余 金

（注） 1.記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

     2.出資1口当たりの当期純利益は25円78銭であります。



剰余金処分計算書

経理・経営内容

（単位：千円）

当期末未処分剰余金

剰　余　金　処　分　額

次 期 繰 越

人　　　　件　　　　費 

　　 

物        件        費 

     

税                  金

経 費 合 計 
業務粗利益及び業務純益等 （単位：千円）

資  金  運  用  収  支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 の 業 務 収 支 

業   務   粗   利   益 

業  務  粗  利  益  率

業　　務　　純　　益 

実　質　業　務　純　益 

コ　ア　業　務　純　益 

経費の内訳 （単位：千円）

受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）

総資金利鞘等 （単位：％）

（注） 1．資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用を控除して表示
       することとなっておりますが、当組合は該当ありません。
                            業務粗利益
                      資金運用勘定計平均残高 

（注） 資金運用利回り＝                       ×100

     資金調達原価率＝                                 ×100

（注） 1．残高計数は期末日現在のものです。
　　 2.「自己資本比率(単体)」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

     2．業務粗利益率 =                        ×100

     3．業務純益 ＝ 業務収益 － （業務費用 － 金銭の信託運用見合費用）   
     4．実質業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額   
     5．コア業務純益 ＝ 実質業務純益 － 国債等債券損益   

主な経営指標の推移 （単位：千円）

コ　ア　業　務　純　益
（投資信託解約損益を除く。）

資金運用収益

資金運用勘定計平均残高

 （資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費） 

資金調達勘定計平均残高



資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

資 金 運 用 

勘           定

資 金 調 達 

勘           定

有価証券の時価等情報 （単位：千円）

（注） 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和2年度19百万円、
     令和3年度23百万円）を控除して表示しております。

（注） 1.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
     2. 市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

（注） 非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適用
     指針第19号 「金融商品の時価等の開示に関する適用指針（令和2年
           3 月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注） 総資産経常(当期純)利益率＝  　 　　 
経常(当期純)利益

　　　　　　　　　　　　　　　　総資産（債務保証見返を除く）平均残高
×100 

  

総資産経常利益率、総資産当期純利益率 （単位：％）

市場価格のない株式等及び組合出資金 （単位：千円）

預貸率及び預証率 （単位：％）

（注）1．預貸率＝                    　×100    

　　 2．預証率＝                    　×100    

貸出金
預金積金 ＋ 譲渡性預金

有価証券
 預金積金 ＋ 譲渡性預金

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式の時価のあるもの



預金種目別平均残高

資　金　調　達

（単位：百万円、％）

定期預金種類別残高 （単位：百万円）

預金者別預金残高 （単位：百万円、％）

個　　　　　　　　人

法　　　　　　　　人



貸出金種類別平均残高

資　金　運　用

（単位：百万円、％）

貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）

貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

貸出金使途別残高 （単位：百万円、％）

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：百万円、％）

（注）  業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載して

　　　おります。



有価証券種類別残存期間別残高 （単位：百万円）

資　金　運　用

有価証券種類別平均残高 （単位：百万円、％）

（注）  当組合は、商品有価証券を保有しておりません。



金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って

　　　 いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

     2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び

      　利息の受取りができない可能性の高い債権（1に掲げるものを除く。）です。  

　　 3．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。

　　 4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（1及び2に掲げるものを除く。）です。

　　 5.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その

       他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（1、2及び4に掲げるものを除く。）です。

     6.「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（1、2及び3に掲げるものを除く。）です。              

     7．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

     8．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。      

     9．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元

       本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第

       2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるも

       の並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

    10.金額は決算後（償却後）の計数です。



リスク管理体制･法令順守体制･個人情報管理体制

報酬体系

報酬体系について



経 営 管 理 体 制

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況

法定監査の状況

中小企業等金融円滑化法

苦情処理措置

紛争解決措置

 

改正利息制限法への対応 ※１



アンケート

 



そ　の　他

 

当 座 預 金

普 通 預 金

別 段 預 金

貯 蓄 預 金

納 税 準 備 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

外 貨 預 金

譲　渡　性　預　金

全    額    保    護

保　　護　　対　　象　　外

利息がつかない等の条件を満たす
決済用預金は全額保護

合算して元本１,０００万円までとその利息を保護

地域社会への貢献

  職域信用組合として「ＪＲ新潟グループとともに歩み、出資組合員の
皆様の福利厚生の促進と生活の安定向上に寄与し、ひいては地域社会の
発展に貢献すること。」の経営理念から次の取組みを行っております。
(1)職員による献血活動
(2)青少年育成として、交通道徳会「鉄道少年団社会奉仕活動」の支援



取扱商品のご案内

そ  の  他

貸出金

※１.

  ２.

保証会社利用の住宅ローンは､保証会社から保証を受けていただきます｡保
証人は原則不要で､保証料をご負担いただき、また､団体信用生命保険にも
ご加入いただきます｡(３大疾病の特約付の保険も取り扱いが出来ます｡)
ライフ･短期ライフ･退職一括返済ローンは､｢配偶者及び収入のあるご家族
又は当組合の組合員｣の保証でご利用いただけます｡

預  金

店舗一覧表(事務所の名称･所在地) (自動機器設置状況)（令和4年6月現在)
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